[bookmark: _GoBack]（様式第１号）
　番　　　　　号
年　　月　　日

○○農林事務所長　殿

所在地
団体名
代表者の役職及び氏名


露地野菜産地イノベーション推進事業費補助金交付申請書


　令和７年度露地野菜産地イノベーション推進事業を下記のとおり実施したいので、露地野菜産地イノベーション推進事業費補助金交付要項第３条第１項の規定により補助金　　　　　　　円の交付を申請します。

記

１　事業の目的




２　事業の内容
	事項
	事業費
	積算基礎
	備考

	
	円
	
	

	計
	
	
	




３　経費の配分及び負担区分
	事　項
	事業の内容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	
	県補助金
	事業実施主体
	

	
	
	円

	円

	円

	

	計
	
	
	
	
	


注１：仕入れに係る消費税相当額について、これを減額した場合には「除税額○○○円、うち県費○○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」、同税額が明らかでない場合には「含税額」と、それぞれ備考欄に記載すること。

４　事業完了予定年月日
令和　　年　　月　　日

５　収支予算
（１）収入の部
	区　分
	本年度予算額
	前年度予算額
	比較増減
	備考

	
	
	
	増
	減
	

	県補助金
	円

	円

	円

	円

	

	事業実施主体
その他
	円

	円

	円

	円

	

	計
	円

	円

	円

	円

	



（２)支出の部
	区　分
	本年度予算額
	前年度予算額
	比較増減
	備考

	
	
	
	増
	減
	

	県補助金
	円

	円

	円

	円

	

	事業実施主体
その他
	円

	円

	円

	円

	

	計
	円

	円

	円

	円

	




６　補助金の受領方法（次のいずれかに○印をつけること）
（１）直接払
（２）隔地払
（３）口座振替払
	払 込 先 銀 行 名
	      　　 　　　　銀行　　　　　　　　　支店

	預金種目・口座番号
	１普通　２当座　３その他(　)　 口座番号

	（ フ リ ガ ナ ）
口  座  名  義
	




（様式第２号）
番　　　　　号
年　　月　　日

　　　　　　　　　殿

○○農林事務所長

露地野菜産地イノベーション推進事業費補助金交付決定通知書

　令和　　年　　月　　日付け　第　　号で申請のあった露地野菜産地イノベーション推進事業費補助金については、茨城県補助金等交付規則第５条の規定により、下記のとおり交付することに決定したので、同規則第７条の規定により通知します。

記

１　補助金交付の対象となる事業は、令和　　年　　月　　日付け　第　　号で申請のあった露地野菜産地イノベーション推進事業とし、その内容は申請書の記載のとおりとする。
２　補助事業に要する経費及び補助金の額は、次のとおりとする。ただし、補助事業の内容が変更された場合における当該補助事業に要する経費及び補助金の額については、別に通知するところによるものとする。
　　補助事業に要する経費	金 	円
　　補助金の額	金	円
３　補助事業者は、茨城県補助金等交付規則(昭和36年茨城県規則第67号)、露地野菜産地イノベーション推進事業費補助金交付要項及び露地野菜産地イノベーション推進事業実施要領に従わなければならない。
４　補助事業者は、補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産について適正に管理運営されるよう留意しなければならない。
５　補助事業者は、次に掲げる内容について留意しなければならない。
（１）この補助金に係る規則、要項、要領に従いその条件に違反した場合には、当該補助金等の全部又は一部を返還させることがあること。
（２）補助事業者は、当該補助金等の交付を申請するにあたって、当該補助金に係る消費税等仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち消費税法（昭和63年法律第108号）に規定する仕入れに係る消費税として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）が明らかでないため、これを含めて申請した場合は次の条件に従わなければならないこと。
ア　補助事業者は、補助事業等の実績報告書を提出する場合において、当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかになった場合には、これを当該補助金額から減額して報告しなければならない。
イ  補助事業者は、実績報告書を提出した後において、消費税の申告により前記の当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定した場合には、その金額（実績報告において前記アにより減額した場合にあたっては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を消費税等仕入控除税額報告書（様式第７号）により速やかに農林事務所長に報告するとともに、農林事務所長の返還命令を受けてこれを返還しなければならない。
（３）補助事業者は、当該補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出について証拠書類を当該補助事業終了の年度の翌年度から起算して５ヵ年（消費税等が適用される事業主体にあっては７カ年）整備保管しなければならないこと。

（様式第３号）
　番　　　　　号
年　　月　　日

○○農林事務所長　殿

所在地
団体名
代表者の役職及び氏名


露地野菜産地イノベーション推進事業費補助金変更承認申請書


　令和　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定通知のあった事業について、下記のとおり変更したいので、露地野菜産地イノベーション推進事業費補助金交付要項第６条の規定により申請します。

記

※様式第１号の記に準じて作成し、「１　事業の目的」は「１　変更の理由」とし、変更のある部分は２段書きとし、変更前の内容を（　）書きで上段に記載する。



（様式第４号）
　番　　　　　号
年　　月　　日

○○農林事務所長　殿

所在地
団体名
代表者の役職及び氏名


露地野菜産地イノベーション推進事業概算払申請書


　令和　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定通知のあった事業について、露地野菜産地イノベーション推進事業費補助金交付要項第８条第２項の規定により下記のとおり概算払を申請します。

記

１　申請理由



２　申請額
金                          円
   

	事項
	既受領額
	今回請求額
	残額
	備考

	
	金額
	出来高
	金額
	出来高
	金額
	出来高
	

	
	円
	％
	円
	％
	円
	％
	



 注：補助事業に要する経費の月別所要見込額を記載した書面を添付すること。


（様式第５号）
　番　　　　　号
年　　月　　日

○○農林事務所長　殿

所在地
団体名
代表者の役職及び氏名


露地野菜産地イノベーション推進事業実績報告書


　令和　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定通知のあった事業について、下記のとおり実施したので、露地野菜産地イノベーション推進事業費補助金交付要項第９条第１項の規定により、その実績を報告します。

記

※様式第１号の記に準じて作成し、「１　事業の目的」は「１　事業の実績」に、「４　事業完了予定年月日」は「４　事業完了年月日」とする。



（様式第６号）
　番　　　　　号
年　　月　　日

○○農林事務所長　殿

所在地
団体名
代表者の役職及び氏名


令和　年度補助金に係る消費税等仕入控除税額報告書


　令和　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定通知があった事業について、露地野菜産地イノベーション推進事業費補助金交付要項第９条第４項の規定に基づき下記のとおり報告します。

記

１　茨城県補助金等交付規則第14条に基づく確定額	金	円
　　（令和　年　月　日付け　第　　　号による額の確定通知額）

２　補助金の確定時に減額した補助金に係る消費税等仕入控除税額	金	円

３　消費税及び地方消費税の申告により確定した補助金に係る	金	円
　　消費税等仕入控除税額

４　補助金返還相当額（＝３－２）	金	円
 
  　注：事業別の内訳資料、その他参考となる資料を添付すること。




（様式第７号）
番　　　　　号
年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　殿

○○農林事務所長


露地野菜産地イノベーション推進事業費補助金額確定通知書


　令和　　年　　月　　日付け　　第　　　号で実績報告のあった露地野菜産地イノベーション推進事業については、茨城県補助金等交付規則第14条の規定により、下記のとおり補助金の額を確定したので通知します。

記

補助金の確定額      金　　　　　　　　　円
（様式第８号）
財　産　管　理　台　帳

	事業実施主体名
	
	実施年度
	令和　年度
	県事業名
	露地野菜産地イノベーション推進事業



	取組
項目
	事業の内容
	工期
	経費の配分
	処分制限期間
	処分の状況
	摘要

	
	名称
	工種構造
施設区分
	施行箇所又は設置場所
	事業量
	着工
年月日
	竣工
年月日
	総
事業費
	県
補助金
	耐用
年数
	処分制限
年月日
	承認
年月日
	処分の
内容
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



